
農
地
法
に
よ
り
毎
年
全
て
の
農
地
の
利
用
状
況

を
調
査
し
、
把
握
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ

て
い
ま
す
。
農
業
委
員
、
推
進
委
員
が
巡
回
し
、

農
地
の
調
査
を
実
施
し
ま
す
の
で
、
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す

 

調
査
期
間 

8
〜
11
月

I
農
業
委
員
会
事
務
局　

J
(32)
6
4
5
3

北
海
道
シ
ェ
イ
ク
ア
ウ
ト
に

参
加
し
ま
し
ょ
う

地
震
の
際
の
安
全
確
保
行

動
（
ま
ず
低
く
、
頭
を
守
り
、

動
か
な
い
）
を
身
に
付
け
る

機
会
で
す
。
訓
練
時
間
に
な

り
ま
し
た
ら
各
自
そ
の
場
で

訓
練
を
開
始
し
て
く
だ
さ
い
。

詳
細
お
よ
び
訓
練
用
音
源
の

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
は（http://

w
w
w
.shakeo

ut.jp
/

event/hokkaido/

）
よ

り
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。
訓
練
日
程
が
合
わ
な

く
て
も
、
訓
練
用
音
源
を
活
用
し
、
訓
練
可
能

で
す

A
9
月
1
日
㈬　

10
時

I
危
機
管
理
室　

J
(32)
6
2
8
0

令
和
3
年
度
総
合
防
災
訓
練
を

実
施
し
ま
す

樽
前
山
の
中
規
模
噴
火
を
想
定
し
た
総
合
防
災

訓
練
を
実
施
し
ま
す
。
訓
練
当
日
9
時
ご
ろ
に

緊
急
情
報
を
屋
外
ス
ピ
ー
カ
ー
、
戸
別
受
信
機
、

苫
小
牧
市
防
災
メ
ー
ル
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、

L
I
N
E
を
通
じ
て
発
信
し
ま
す
。
ま
た
、
市 提供：効果的な防災訓練と防災啓発提唱会議

公
式
Y
o
u
T
u
b
e
チ
ャ
ン
ネ
ル
で
避
難
所

運
営
訓
練
の
様
子
を
配
信
し
ま
す

 

訓
練
実
施
日
時 

8
月
29
日
㈰　

8
時
〜
14
時

I
危
機
管
理
室　

J
(32)
6
2
8
0

令
和
3
年
度
〜
令
和
6
年
度
競
争
入

札
参
加
資
格
審
査
申
請（
追
加
登
録
）

の
受
け
付
け

 

資
格
要
件 

市
税
、
消
費
税
お
よ
び
地
方
消
費
税

の
未
納
が
な
い　

①
建
設
工
事
＝
令
和
2
年
3

月
2
日
以
降
の
「
経
営
事
項
審
査
」
を
受
け
、

希
望
す
る
工
種
の
「
経
営
規
模
等
評
価
結
果
通

知
書
・
総
合
評
定
値
通
知
書
」
に
平
均
完
成
工

事
高
が
あ
る　

②
土
木
設
計
＝
建
設
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
の
登
録
を
受
け
て
い
る　

③
建
築
設
計

＝
1
級
ま
た
は
2
級
建
築
士
事
務
所
の
登
録
を

受
け
て
い
る　

④
測
量
＝
測
量
業
ま
た
は
補
償

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
登
録
を
受
け
て
い
る　

⑤

地
質
調
査
＝
地
質
調
査
業
の
登
録
を
受
け
て
い

る　

⑥
設
備
設
計　

⑦
側
溝
清
掃　

⑧
物
品
納

入
そ
の
他
＝
法
令
の
規
定
に
よ
り
必
要
な
許
可

や
免
許
、
登
録
な
ど
を
受
け
て
い
る　

※
①
〜

⑤
は
、
令
和
3
年
9
月
1
日
現
在
で
、
申
請
を

希
望
す
る
業
種
の
許
可
ま
た
は
登
録
を
受
け
て

か
ら
引
き
続
き
1
年
以
上
そ
の
事
業
を
営
ん
で

い
る
こ
と
。
⑥
〜
⑧
は
、
令
和
3
年
9
月
1
日

現
在
で
、
営
業
年
数
が
1
年
以
上
あ
る
こ
と
。

②
〜
⑦
は
、
決
算
書
に
希
望
す
る
業
種
の
業
務

高
が
あ
る
こ
と

H
I
9
月
1
日
㈬
〜
13
日
㈪
に
契
約
課
（
HP
で

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）
で
配
布
の
申
請
書
に
必
要

書
類
を
添
付
し
郵
送
（
消
印
有
効
）
で　

契
約

課　

J
(32)
6
2
1
6

ご
存
じ
で
す
か
？

「
中
退
共
」
の
退
職
金
制
度

中
小
企
業
退
職
金
共
済
法
に
基
づ
き
設
け
ら
れ

た
中
小
企
業
の
た
め
の
国
の
退
職
金
制
度
で
す
。

事
業
主
が
中
退
共
と
退
職
金
共
済
契
約
を
結
び
、

毎
月
の
掛
金
を
金
融
機
関
に
納
付
し
ま
す
。
従

業
員
が
退
職
し
た
と
き
は
、
そ
の
従
業
員
に
中

退
共
か
ら
退
職
金
が
直
接
支
払
わ
れ
ま
す
。
掛

金
は
、
一
部
を
国
が
助
成
し
、
全
額
非
課
税
で

手
数
料
も
不
要
で
す
。
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
や
家

族
従
業
員
も
加
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す

I
独
立
行
政
法
人
勤
労
者
退
職
金
共
済
機
構
・

中
小
企
業
退
職
金
共
済
事
業
本
部
（
中
退
共
）　

J
(03)
6
9
0
7
‐
1
2
3
4　

市
工
業
・
雇
用

振
興
課　

J
(32)
6
4
3
2

ごみステーションに異常が
あればご連絡ください！

Iゼロごみ推進課　J（55）4077
①ロープの切断 ②ごみステーションの破損
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